
世田谷区在住・在勤の
応急危険度判定員
ネットワーク手帳

震災時の情報伝達を円滑に行えるよう世田谷
区判定員ネットワークを構築しています。

世田谷区
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※この手帳は、東京都から支給された応急危険度判定員手帳
と一緒に保管してください。

世田谷区都市整備政策部建築調整課
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FAX  :03-6432-7985
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全区版



はじめに

日ごろより世田谷区の建築行政にご協力い

ただき、ありがとうございます。

区では、世田谷区地域防災計画において、

余震等による倒壊などから生じる二次災害を

防止するため、被災建築物応急危険度判定

（以下「応急危険度判定」）を速やかに実施

するとしています。

この度、令和２年度に発行した、「世田谷

区判定員ネットワーク」の一部を改訂いたし

ました。

東京都より配布された「応急危険度判定員

手帳」とともに大切に保管していただき、実

施マニュアルとしてご活用くださいますよう

お願い申し上げます。

令和７年８月

世田谷区都市整備政策部

建築調整課1



●応急危険度判定の目的

応急危険度判定は、地震により被災した建築物を
調査し、その後に発生する余震などによる倒壊の危
険性や外壁・窓ガラスの落下、附属設備の転倒など
の危険性を判断することにより、人命に関わる二次
的災害を防止することを目的としています。その判
定結果は、居住者はもとより付近を通行する歩行者
などに対しても、その建築物の危険性について情報
提供を行うものとなります。

●世田谷区判定員ネットワーク構築の趣旨

世田谷区判定員ネットワークは、応急危険度判定
制度を有効に機能させるため、応急危険度判定実施
の際、世田谷区で判定活動を行っていただける方で、
区内に在住・在勤の応急危険度判定員の皆様の参集
場所をあらかじめ定め、情報伝達を円滑に行えるよ
うに構築するものです。

この手帳は、区が被災した際、世田谷区判定員
ネットワークの構築にご賛同いただいた判定員（以
下「ネットワーク判定員」という。）の皆様が震災
直後から対応できるように作成したものです。

なお、応急危険度判定作業は、あくまでもボラン
ティアとしての活動であり、大規模地震発生に際し
ては、まずご自身の身の回り（家族、体調、仕事な
ど）の状況を確認し、考慮された上で参加されるよ
うお願いします。
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●ネットワーク判定員の役割

ネットワーク判定員は、発災時に区からの参集要請

により、あらかじめ区が指定する場所に参集し、区内

の民間建築物について応急危険度判定を行います。区

が指定する参集場所は、お住まい又はお勤めの地域

（町名）により5つの総合支所（P7参照）に分かれて

います。区からの参集要請は、メール又は電話等で直

接行います。

なお、ネットワーク判定員は、区内での活動を想定

していますが、東京都からの要請により区外で応援判

定員として判定活動をする時も、このネットワークを

通じて区から参集要請を行います。
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●世田谷区判定員ネットワークの構成と判定活動に

ついて

4

世田谷区
都市整備政策部
建築調整課

世田谷区

ネットワーク判定員

判定拠点
あらかじめ指定された
５つの総合支所（Ｐ７）

街づくり課

参集要請

参加可否報告

参集情報共有

※情報の流れの詳細は、次ページを参照
ください。

（２）判定活動について

・判定活動は２人一組で行います。
・判定活動は約３日間、１日20棟程度の建物を判定して
いただきます。（宿泊場所・食事等は各自で用意）

・判定員の皆様の参集状況等により、臨機応変に対応する
こととなります。

・大変な作業なので、歩きやすい靴で、ご自身の体調を
考慮して参加してください。

（１）世田谷区判定員ネットワークの構成



発 災

建築調整課
電話：03-6432-7162
FAX：03-6432-7985

ネットワーク判定員

参集要請

参加可否報告

●情報の流れ

●原則、世田谷区内で震度６
弱以上の地震が発生した場合、
応急危険度判定実施の可否を
判断します。
●実施する場合のみ、区より
メール等で参集を要請します。
（参集日時等を指示しま
す。）

●区の職員に、参加の可否を
伝えてください。

※ネットワークが有効に機能しない場合は、防災行政
無線又はラジオ等で直接参集を呼びかけます。
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●参集時に必要なもの

区の参集要請に応じて参集していただくネットワー
ク判定員の皆様には、原則として以下のものを持参し
ていただきます。

①防災ボランティア登録証（東京都より支給）

②応急危険度判定員手帳（東京都より支給）

③マイナ健康保険証・健康保険証（確認書）等（写し）

④判定資機材等

●区（総合支所）で用意している判定資機材等

・コンベックス

・クラックスケール

・下げ振り

・調査表（木造、ＲＣ造、Ｓ造）

・調査結果ステッカー（危険、要注意、調査済）

・調査区域を示す住宅地区
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最低必要なもの

ヘルメット 筆記用具 雨具

防寒具 水筒 マスク

あった方がいいもの

軍手 携帯電話 ナップザック

あると便利なもの

双眼鏡 ペンライト ホイッスル

方位磁石 充電器 タブレット



●5つの地域の参集場所（総合支所）

参集場所 お住まい又はお勤めの地域（町別）

世田谷区役所
西棟２階※

池尻（4丁目一部を除く）・上馬・経堂
駒沢（1・2丁目）・桜・桜丘・三軒茶屋・下馬
世田谷・太子堂・弦巻・野沢・三宿・宮坂・若林

北沢総合支所
赤堤・梅丘・大原・北沢・豪徳寺・桜上水・代沢・
代田
羽根木・松原・池尻（4丁目33から39）

玉川総合支所

奥沢・尾山台・上野毛・上用賀・駒沢（3～5丁目）
駒沢公園・桜新町・新町・瀬田・玉川・玉川台
玉川田園調布・玉堤・等々力・中町・野毛・東玉川
深沢・用賀

砧総合支所
宇奈根・大蔵・岡本・鎌田・喜多見・砧・砧公園
成城・祖師谷・千歳台・船橋

烏山総合支所
粕谷・上北沢・上祖師谷・北烏山・給田・八幡山
南烏山

※世田谷区役所建替え工事に伴い、参集場所が
変わる場合があります。
参集場所が変わりましたら連絡いたします。
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8

世田谷地域の皆様の参集場所は、区役所西棟２階です。

住所：世田谷4-22-33

※世田谷区役所建替え工事に伴い、参集場所が
変わる場合があります。
参集場所が変わりましたら連絡いたします。



9

北沢地域の皆様の参集場所は、北沢総合支所です。

住所：北沢2-8-18

※当日の状況により、詳しい参集場所を判断して、
お知らせします。



10

玉川地域の皆様の参集場所は、玉川総合支所です。

住所：等々力3-4-1

※当日の状況により、詳しい参集場所を判断して、
お知らせします。



11

砧地域の皆様の参集場所は、砧総合支所です。

住所：成城6-2-1

※当日の状況により、詳しい参集場所を判断して、
お知らせします。



12

烏山地域の皆様の参集場所は、烏山総合支所です。

住所：南烏山6-22-14

※当日の状況により、詳しい参集場所を判断して、
お知らせします。



●ご登録の内容が変更になったとき

住所等のご登録の内容が変更になったときは、随

時世田谷区と、東京都防災ボランティア（被災建築

物応急危険度判定）事務局までご連絡をお願いしま

す。

◇区連絡先
世田谷区都市整備政策部建築調整課
住所 :〒158-0094  世田谷区玉川1-20-1
電話 :03-6432-7162
ＦＡＸ :03-6432-7985
メールアドレス :sea02170@mb.city.setagaya.tokyo.jp

◇東京都防災ボランティア（被災建築物応急危険度判定）事務局
一般社団法人 東京建築士会 防災ボランティア係
※webによる登録事項の変更も可能です。
住所 :〒103-0006東京都中央区日本橋富沢町11-1

富沢町111ビル5階
電話 :03-3527-3100
ホームページアドレス
https://tokyokenchikushikai.or.jp/hantei/index.html
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世田谷区被災建築物応急危険度判定実施要綱

2 8世建調第3 4 1号

平成29年1月23日

（目的）
第１条 この要綱は、世田谷区地域防災計画に基づき、地震により多く
の建築物が被災した場合において、余震等による被災建築物の倒壊、
部材の落下等から生ずる二次被害を防止し、区民の安全の確保を図る
ため、建築物の被害状況の調査、危険度の判定及び表示等を行う被災
建築物応急危険度判定（以下「判定」という。）に係る必要な事項を
定めることにより、判定を迅速かつ的確に実施することを目的とする。

（定義）
第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ
当該各号に定めるところによる。
⑴ 判定員 判定の業務に従事する者であって、東京都防災ボラン
ティアに関する要綱（平成７年５月11日６総災防第280号。以下
「東京都防災ボランティア要綱」という。）に基づき東京都知事
（以下「都知事」という。）により防災ボランティアの認定を受け
た者又は道府県の知事が定める者をいう。

⑵ 判定コーディネーター 判定に当たって、世田谷区災害対策本部
条例施行規則（昭和38年12月世田谷区規則第19号）第７条に規定す
る災対都市整備部被災建築物調査班と判定員との連絡調整、判定員
その他の判定の業務に従事する者に対する判定の指導等の業務に従
事する者をいう。

⑶ 地元判定員 判定員のうち区内に在住し、又は在勤する者をいう。
⑷ 建築関係団体 東京建築士会世田谷支部、一般社団法人東京都建
築士事務所協会世田谷支部、公益社団法人日本建築家協会その他の
建築関係団体をいう。

（判定実施の決定及び判定実施本部の設置）
第３条 判定は、震度６弱以上の地震が発生した場合に実施するものと
する。この場合において、災害対策本部（世田谷区災害対策本部条例
（昭和38年７月世田谷区条例第13号）第１条の世田谷区災害対策本部
をいう。次条において同じ。）に被災建築物応急危険度判定実施本部
（以下「判定実施本部」という。）を設置する。

２ 判定実施本部の長（以下「判定実施本部長」という。）は、都市整
備政策部建築調整課長（以下「建築調整課長」という。）をもって充
てる。

３ 第１項の規定にかかわらず、判定実施の要否は、被害の状況に応じ
た判定実施本部長の判断に基づき、決定することができる。
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（実施計画）
第４条 判定実施本部は、災害対策本部が収集した次に掲げる被災に関
する情報に基づき、判定の実施計画を策定する。

(１) 地震の震源及び規模
(２) 区内のライフライン、交通機関、避難所となる公共施設等の被害
状況

２ 前項の実施計画には、判定実施本部の執務場所、判定を実施する期
間及び区域並びに判定に要する判定員の数その他必要な事項を定める
ものとする。

（判定を実施する区域）
第５条 判定実施本部長は、被害情報等をもとに被災範囲を推定し、建
築物の倒壊等被害が大きいと予想される区域を設定する。なお、情報
量の増加に伴い適宜見直しを行うこととする。ただし、次に掲げる区
域を除くものとする。

(１) 危険物の貯蔵所、製造所、取扱所等が存する区域
(２) 崖が崩壊するおそれのある区域
(３) 延焼のおそれのある区域
(４) 暴動が発生している区域
(５) 前各号に掲げるもののほか、二次被害が発生するおそれのある区
域

２ 前項の規定による区域の設定は、情報量の増加に伴い適宜見直しを
行うこととする。

（判定の対象となる建築物）
第６条 判定の対象となる建築物は、判定を実施する区域に存する民間
の住宅（共同住宅を含む。）であって、階数が10階未満のものとする。

２ 判定実施本部長は、被害状況により必要があると認めるときは、前
項の住宅以外の建築物について判定を実施することができる。

（実施の連絡）
第７条 判定実施本部は、判定の実施を決定したときは、直ちに、都知
事及び区内の建築関係団体にその旨及び第４条第１項の実施計画の内
容を連絡するものとする。

（情報提供）
第８条 判定実施本部長は、判定の実施を決定したときは、判定に係る
次に掲げる事項について、報道機関の協力を得て被災者等へ周知を図
るものとする。

(１) 開始日時
(２) 実施する期間
(３) 実施する区域
(４) 問い合わせ窓口となる連絡先
(５) 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認めるもの
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（判定員に対する参集要請）
第９条 判定実施本部は、第４条第１項の規定により実施計画を策
定したときは、地元判定員に対して参集要請を行うものとする。

２ 前項の参集要請は、建築関係団体に所属する地元判定員を優先
して行うものとする。

３ 参集する地元判定員は、次の各号に該当するものとする。
(１) 判定を実施する際に支障となる健康上の問題がないこと
(２) 食事、飲み物等を用意できること
(３) 参集場所又は判定を実施する場所への移動手段があること
（判定コーディネーターの指名）
第10条 判定実施本部長は、判定実施本部と判定員との連絡調整、
判定員その他の判定の業務に従事する者に対する判定の指導等を
行わせるため、東京都が作成した判定コーディネーターの名簿に
登載されている者の中から判定コーディネーターを指名する。

２ 前項の名簿に登載されている者の中に総合支所街づくり課に所
属する職員が含まれている場合は、当該職員を優先して判定コー
ディネーターに指名する。

（都知事に対する支援の要請）
第11条 判定実施本部長は、地震による被害が大規模であること等
により、判定員、判定コーディネーター及び判定資機材の数に不足
が生ずると判断した場合は、都知事に対し、判定員又は判定コー
ディネーターの派遣、判定資機材の提供等について支援を要請する
ものとする。
２ 判定実施本部長は、判定員（地元判定員を除く。）又は判定
コーディネーターの宿泊施設を区内において確保することができな
いときは、震災時における応急危険度判定員への宿泊施設の提供に
関する協定に基づき、都知事に対し宿泊施設の提供を依頼するもの
とする。
（判定の方法等）
第12条 判定の方法は、外部からの目視又は簡易な道具を用いる方
法とし、調査項目は建築物の沈下及び傾斜並びに構造躯体の損傷
その他の被害状況とする。

２ 判定は、各総合支所街づくり課を拠点として実施するものとす
る。
（危険度の表示）
第13条 判定実施本部長は、判定員が判定を終結したときは、当該
判定員に判定の対象とした建築物の出入口、外壁等の見やすい位
置に「調査済」、「要注意」及び「危険」の表示を施させるもの
とする。
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（都知事への通知等）
第14条 判定実施本部は、毎月20日までに、前月分に係る判定の業
務に従事した判定員及び判定コーディネーターの人数、氏名、活動
期間等を書面により都知事に通知するものとする。

２ 判定実施本部は、前項の判定員及び判定コーディネーターに対
する補償に関する事務を行う都知事に協力するものとする。

（他の自治体に対する支援）
第15条 区長は、都知事から他の自治体に対する支援の要請があっ
たときは、判定員及び判定コーディネーターの派遣、派遣に伴う交
通、宿泊施設の確保及び判定資機材の提供に関し、都知事との間で
必要な連絡及び調整を行うものとする。

２ 前項の要請に応じるために他の自治体に区職員を判定員又は判
定コーディネーターとして派遣する場合は、公務として扱うものと
する。 

（業務マニュアル）
第16条 この要綱に定めるもののほか、判定は、被災建築物応急危
険度判定業務マニュアルの定めるところにより実施するものとする。

（判定資機材等の備蓄）
第17条 区長は、平常時において、判定資機材等の備蓄を行うもの
とする。
（地元判定員との連絡体制等）
第18条 区長は、地元判定員に対して参集要請を行うための連絡網
を作成し、連絡訓練等により地元判定員との協力体制を構築する。

２ 前項の連絡網は、必要に応じて再編することとする。
（報酬および費用負担）
第19条 判定活動は無報酬とし、食費、交通費、宿泊費等に要する
費用は自己負担とする。
２ 判定活動中又は訓練中に、負傷若しくは死亡し、又は疾病にか
かった場合は、全国被災建築物応急危険度判定協議会が定める全国
被災建築物応急危険度民間判定士等補償制度運用要領の規定を適用
し、災害補償を行う。
（委任）
第20条 この要綱の施行に関し必要な事項は、判定実施本部長が別
に定める。
附 則
この要綱は、平成29年２月１日から施行する。
附 則（令和６年10月１日６世建調第104号）
この要綱は、令和６年10月１日から施行する。
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